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This paper aims to analyねtherelationship between methods of travel demand analysis and user's benefit stemming from 

transportation investment. When the different travel demand models are applied to the travel demand analysis of a project 

evaluation, how much the estimated user's benefit varies among the methods is analyzed. The three methods: the multinominal 
logit(MNL) model, user equilibrium(UE) model and all-or-nothing (AON) method, are discussed in the paper. 
These three methods are compared in the empirical analysis of the urban railway project in Tokyo, based on the same data 

set of generalized cost, travel demand and level of service. Consequently, it is found that the user benefit estimated by the 
MNL is largest, whereas the benefit by the UE is smaller than the benefit estimated by the MNL by about 10 % and the benefit 

estimated by the AON is smaller than the MNL by about 20 %. 
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1.はじめに

昨今，鉄道をはじめとする交通プロジェクトに関して，

非効率な投資や計画の不透明性への社会的な批判がしばし

ばなされる．これに対して，我が国でも鉄道，道路，空港

等の交通インフラの投資に関する費用対効果分析のマニュ

アル 1)が最近策定される等，客観的かつ透明な意思決定手法

の導入が進められつつある． 一方で，費用対効果分析の前

提となる交通需要分析について見てみると，開業後の需要

の実績値が事前の予測値を大幅に下回り，その結果，交通

事業者の経営状況を悪化させている事例が報告されるなど，

社会的にその信頼性が問題視されている 2). だが，少なくと

も現時点では，交通プロジェクトの交通需要分析に関する

公式なマニュアルは発行されていない

土木計画分野では，これまで長い期間にわたり交通需要

分析手法の研究 ・開発が行われ，様々な需要予測手法が実

際のプロジェクト評価に用いられてきた． ところが，先述

のように我が国には需要分析のマニュアルが存在しないこ

とから，必ずしも各事例の特性に応じた最も適切な需要分

析手法が用いられているとは言えない．また，異なる需要

分析手法の間で，推定される需要やそれに基づいて算出さ

れる便益にどのような違いが出るのか，という問題に関し

て，特定の実務者には経験知として密積される一方で，そ

れらが関係者間で共有されておらず，また実務的な観点か

らの実証的な比較分析もあまり行われていないのが実情で

ある．

以上のような問題意識の下， 本論文は，交通需要分析に

関する大局的な方向性の議論に向けた第一歩として，現実

の都市鉄道プロジェク トを対象とし，同一条件下における

異なる需要分析手法が，同一プロジェクトによって発生す

る利用者便益の推計値に，どの程度の影響を及ぽすのかを

実証分析することを目的とするものである．

2.検討する需要分析手法の概要

2. 1 対象とする需要分析手法

本論文では，以下の3種類の需要分析手法について検討

することとする．

・非集計ロジットモデル

•利用者均衡モデル
• All-or-nothing法
これらの3手法を対象とした理由は以下の通りである．

まず，第一に，非集計ロジットモデルを対象とするのは，

現在我が国の鉄道プロジェクトの需要分析において，最も

広く用いられている手法であるためである．したがって，

本論文の分析，考察は，この非集計ロジットモデルによる

評価結果をベンチマークとしてそれ以外の分析手法との比

較を行うことを意図するものである．

次に，利用者均衡モデルを対象とするのは，この手法は

主に道路ネットワークを対象として研究開発されてきた手

法であり，鉄道への適用例 3)が限られているためであるま

た，近年，道路プロジェクトの実務において利用者均衡モ

デルの利用が推奨される着）等，手法として注目を浴びつつあ

るのも採用する理由の1つである．

最後に， All-or-nothing法を採用する理由は，この手法
が混雑を考慮しない（フローインディペンデントの）モデ

ルであるためである．この手法を他の手法と比較すること

によって，混雑がどの程度需要推計結果や便益計測結果に

影響を及ぽしうるのかについて検討することができる．

以上の3つのモデルを，できる限り同一のデータセット，

すなわち，交通需要データ，交通サービスデータ，効用関

数あるいは一般化費用関数をモデル間で統一した条件の下
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において構築し，次にそれらを用いて需要推計，便益計測

を行うことによって， 相互の違いを分析することとする．

以下では，鉄道利用 OD表が所与の条件の下における，利用

者の発地から培地までの経路選択行動を分析の対象とする．

2. 2 非集計ロジッ トモデルの概略

非集計ロジッ トモデル (Multinominallogit model: MNL) 

は，ランダム効用と効用最大化を仮定する離散選択モデル

の一種であるりここでは，消費者の特定経路の（条件付間

接）効用関数は，確定項vり，rと，独立かつ均一のガンベル分
布(i.i. d.ガンベル）に従う確率項6り．rとに分離可能である

と仮定され，以下のように表される．

ulj, =vlj, +CIJ／ 
=0c •GCIJr +cり9

ここで， GCりJ: I→Jのr番目の経路 (reRr/)の一般化

費用，〇c :費用に係るパラメータであるまた， 一般化費

用は，観測可能な経路の属性（運賃や所要時問等）の関数

として表される．このとき，発ノードiから培ノードjへの

総交通需要（分布交通量）がQIJとして与えられるならば，i

→jのr番目の経路の交通需要qfj．，の期待値は，以下のよう

に表される．

庫 J=Qu• Pu., 

=Qy·~(入~ (2) 
こexp(AVリ，r・)
r‘ERu 

(I) 

ここで， Pり．，： i→jのr番目の経路が選択される蹄率，

り，9V,,, : i→jのr番目の経路の効用関数の罐定項．). :ガン
ベル分布の分散に関わるスケールバラメータ（が＝が／幻八

がはガンベル分布の分散）であるまた，効用関数中のパ

ラメータは，アンケート調究等によって得られた個人の経

路選択行動データならびに分析者が設定する経路属性デー

タから，多くの褐合，最尤推定法によって統計的に推定さ

れる．

2.3 利用者均衡モデルの概略

利用者均衡モデルは，全ての利用者が，完全情報の下で，

混雑も含めた効用が最大となる行動を選択している状態

（利用者均衡状怨）を表現するモデルである 6).1）．鉄道利用

者が， 日々の行動を繰り返す過程において，各列車の混雑

度や所要時間等について経験しており，安定した選択行動

を行っていることを考慮すれば，モデルの仮定は妥当と言

えよう．ここで，利用者均衡状態は次式で表される．

q;.,.(ac;.,-oc;)=o (3) 

Gc;.,-GC；以〇

q;,, ~ 0 

）

）

 

4

5
 

（

（
 

また，経路交通量と OD間交通量との関係，交通量および

一般化費用に関するリンク変数と経路変数との関係は，以

下の通りである．

Lqu_,=Qu (G) 
吟

ここで，x,:リンク ／の交通量，6/:，：リンク ／が経路 r上
にあるとき 1,ないとき 0, となる変数， GC,:リンク lの

一般化費用であるなお，リンクの一般化費用は，後述す

るように混雑を考慮したものであり，当該リンクの交通母

x,の関数となっている．また，右府の＊は均衡状能を表す．
以上の式 (3)~(8)は，次のような等価な最適化問題

に罹き換えることができる．

minz＝こIX‘GC，（西 （9)
x、°

s.t.式（6)~(8).
この最適化問穎の近似解については，Frank-Wolfe法な

どのアルゴリズムを用いることで数値計算的に求めること

ができるなお，均衡状態では，特定OD間の利用されてい

る全ての経路について一般化費用は同一のGC；となるが，
経路別の交通量は一意に求められない

2. 4 All-or-nothing法の概略

All-or-nothing法は， ODペアごとに一般化費用が最小と

なる経路へ当該 OD間の全術要を配分し，それを全ての OD

ペアについて実行して合算する方法である．ここでは，混

雑現象による均衡は考慮されない． したがって，この方法

によって求められる i→jのr番目の経路の交通羹は，

qu., = Q。ifGCu, = minやCu),GCu.i,…}
=0 else (JO) 

となる．

2. 5 利用者便益計測手法の概略

交通プロジェクトにより発生する利用者便益は，消費者

余剰の考え方を用いて計測することとする り 具体的には，

式(ll)のいわゆる台形公式を各01)の各経路に適用した上で，

全ての経路および ODベアの利用者便益を合算する．以下，

本論文では，事業が実施されるとき「w」，事業が実施され

ないとき「o」という右河添字を用いるものとする．

un = ~ II(q;., +q;.,XGc;., -Ge;..,) (LL) 
2 u r 

x, = l:l:qり96肛J
リ叫

GC,=ここGCり96加J
リベ令

(7) 

(8) 

なお，利用者均衡モデルを用いる場合には，前述のよう

に経路別の交通量が一意には求められないが， OD間の全て

の経路の一般化費用が一致するので，式(II)より

UB＝勺立（qぃ叫GC;•-GC;")
2 u r 

惇 （GC;°-GC；`区 （外，，＋q;,,)
u 

＝達(GC;°-GC;WXQ;+Q;) (12) 
2 ii 

となり，ODをベースとした便益計測手法によ り総便益を求

めることができる．

3.東京瀾の都市鉄道プロジェク トを対象と した比較分析

3. 1 分析の対象と前提

本研究では，東京圏の都市鉄道プロジェクトのうち，既

存路線の改良事業を対象に，異なる需要分析手法が利用者

便益に与える影響について分析する．

既存施設改良プロジェク トの事例として，現在事業中の

小田急小田原線の複々線化を取り 上げる (Fig.I).このプ

ロジェクトは，東北沢～和泉多摩川r,l]の約 l2kmを複々線化

する事業であり，小田急線の混雑緩和と所要時間の短縮効

呆，および代替路線の混雑緩和効果が期待されている．
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Fig. l Map of analyzed project: Odakyu-Odawara line 

3. 2 需要分析の結果

(1)パラメータの設定

l)即Lモデル

式（2)で示した MNLモデルを鉄道経路選択行動に適用し

て，交通需要分析を行う．使用する MNLモデルの具体的な

経路別の（条件付間接）効用関数を以下のように設定する．

u;., =0~CJJ.r十こ0:xK.JJ.r +6;, 
KC 

=0:clj,,. +0(T1．り，，＋紺T2，り，，＋吠T3)}9叫 Congり＇，＋吋，,(13) 

ここで， UQ ：トリップ目的aのi→jのr番目の経路
り,,.

の効用関数， C :経路の総費用［円）， T :アクセス・
lj,r l，り9

イグレス時間［分］， T ：乗車時間［分］， T :乗換え2)},,. 3，り，9
時間（待ち時間を含む） ［分］， Congy,,.：経路の混雑指標で

ある．

なお，経路の混雑指標は，次式のようにリ ンク別の混雑

率をベースに定義される：

Conglj,r = L叶 •T研．r,I
1£11,, 

(14) 

ここで， z,:駅間リンク／の混雑率，T2．加」：駅間リンク l
の所要時間［分］である また，混雑率z,は，式(15)のよ
うに求められる．

こここ吋，rJ
z, = If r a 

cap1 
(15) 

ただし，q；,r」は， トリップ目的aのi→ jの 9番目の経
路の駅間リンク ［の交通菌 cap,は駅間リンク／の交通容量

（輸送力）である．

各変数のパラメータについては， Table1に示されるよう

な運輸政策審鏃会答申第 18号策定の際に用いられた値を使

Table 1. Sets of parameters used in the simulation 

Homc-10-worlc Home．に叫l 邸 v血 ＆ 

Inv曲 K“ （呻）
-0.094 . o.060 -0.049 -0.050 
(-8.09) (.s.77) (-2 86) (.J 29) 

Acocss叩i叩芯Stine (rnn) 
-0.127 -0.058 -0.060 
(-11.7) (-4.3-0) (-5,82) 

Ace⇔. tine (m) 
-0.069 
(-6.lOl 

返『O3年 (m) 
.o.0603 
(-5.69) 

Tmm伝血nuks
(m切

-0.112 .Q.079 .o.072 -0.069 
W“m2血e (-I0.7l {-8. 7 l l 1-4151 (-4 52) 

T四 Icost ()'Oil) 
-0.002 .o.004 -0.002 -0.001 
1-3.98) (-7.14) (-3.00) (.157l 

Co,守a畑ildex -0.009 -0.002 
(-3 34) (-080l 

L虹lhx>drali> 0.39 0.331 0.172 0.156 
Number ofsumle 1218 811 436 357 
Vw: of Line (ver/nm) 47 IS 21 48 

用する 9).ここで，トリップ目的としては通勤，通学，私事，

業務の4つを考える．このモデルでは，混雑による影響は，

モデルによる配分を複数回繰り返す（まず混雑率の初期値

を与えて配分を行い，その結果から混雑率を計算して，次

にそれを所与として再度配分を行うことを繰り返す）こと

によって考隙することとしている．なお，通勤と通学では

混雑指標が考慮されるが，私事と業務では混雑指標が考慮

されないことから，混雑による影響は，実質的には通勤と

通学のみで取り扱われるまた，通勤と通学との間の相互

関係は， 一方を所与として他方の配分を行うことを繰り返

すことによって，混雑率を介して近似的に考慮している．

2)利用者均衡モデル

利用者均衡モデルにおけるリンクの一般化費用は， MNLモ

デルで設定された効用閲数と一致するように，乗車リンク，

アクセス・イグレスリンク，乗換えリンクに区分して設定

した．その際，各リンクの一般化費用は次のように示され

るものとした．

①アクセス・イグレスリンク

GCl =a/0CTし／

②乗車リンク

GC1 =C1 +0液cT2」+84処 Cong/JI

③乗換えリンク（初乗運賃がかからないケース）

GC, =0,処 T3,I

(16) 

(17) 

(18) 

ここで，T"」：リンク 9の所要時間［分］（n=l~3), c, ; 

リンク 9の運賃［円］であるなお，リンク別の運賃は，本

来ならば，初乗料金が存在することから設定不可能なもの

であるだが，本研究では便宜的に，各鉄道事業者の運賃

を，初乗運貨と距離に比例する部分の運賃とに分解し，実

データをもとに直線回帰式によって推定した上で，距離に

比例する部分については，単位距離当たり運賃にリンク長

を乗じて算出し，初乗運賃については，乗車駅の乗車リン

クあるいは異事業者間の乗換における乗換リンクに初乗運

貨のデータを付与することにより，それぞれ対応すること

とした

なお，MNLモデルのケースと同様に，通勤と通学のみで混

雑指標が考慮されていることから，実質的に利用者均衡配

分を行っているのは通勤と通学のみであり，他の2つのト

リップ目的に つ いては最小コスト経路配分

(All-or-nothing法）を行っていることと同一となるこ

の際均衡計算においては， Multi-class利用者均衡モデル

の概念を用いることによって， トリップ目的間の相互作用

を近似的に考慮している

3) All -or-nothing法

利用者均衡モデルと同一の方法によって， リンクコス ト

関数を設定し， トリップ目的ごとに独立に交通配分を行っ

たただし，乗車リンクのリンクコスト関数については，

式(I7)の混雑指標に係わる項を削除して用いている．ここ

では， 4つのトリップ目的すべてについて，同様に配分を

行った

(1 •9.. 出ticl

(2)需要動向の分析結果

需要動向の分析にあたり，評価対象年次を平成 12年と設

定し，この年次の OD表およびネッ トワークを作成した． こ

れに基づき，まず，現況 （プロジェク ト実施なし）を対象

に需要分析を行い，各分析手法による現況再現性を比較し
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Fig, 2 Correlativity between observed link flow and estimated link flow for the three methods 

(left: MNL model, center: user equilibrium model, right: all-or-nothing method) 

た． Fig.2, Table 2は，その結果を示したものである．こ

こで実績値には，都市交通年報による断面輸送量（計 1439区

間）を用い，また再現性の指標として，推計値と実績値の

重相関係数および四s誤差を採用した．
なお，利用者均衡モデルについて，近似解を求めるアル

ゴリズムとして Frank-Wolfe法を用いたところ， 100回の

繰り返し計算を行ったものの，一部の緩行．急行線が並行

しているリンクについては，当初設定した収束基準（前回

の繰り返し計算時の交通量との変化率が 5％以下）が満たさ

れなかったそのため今回は，収束を早めるためのアルゴ

リズムの改良を一部行っている．この点は，我が国の大都

市匿のような複雑なネットワークを対象に Frank-Wolfe法

を適用する際の課題と指摘できるであろう．

これらの結果より， MNLモデルによる推計結果が， 3つの

手法の中では最も現況再現性が向いことが示された．

All-or-nothing法については， Fig. 2に示されるように，

他の手法に比べてパラッキが大きくなっており，このこと

は，東京圏のように混雑が日常的に発生しているネットワ

ークを対象とした需要分析において，混雑による負効用を

考慮することの重要性を示したものと考えられる

Table 2. Results of demand analysis by three methods 

Multiple RMS 
correlation Error 
coefficient 

MNL model 0.970 4. 4X 103 

User equilibrium model 0.963 5. 3X 103 

All-or-nothing method 0.952 5.9Xl03 

3.3 利用者便益の比較分析

プロジェク ト実施無しケースと有りケースの推計需要を

用いて利用者便益を計測した結果を，耶Lモデルで求められ

た総利用者便益を 1に基準化してトリップ目的別に示した

ものが， Table3であるなお， All-or-nothing法につい

ては，配分時点では混雑を考慮しなかったが，便益計測の

際には，配分された需要をもとに他の2モデルと同一の方

法により混雑不効用を計算し，これを混雑緩和便益として

合算した．

この結果より，利用者便益の値は，即Lモデル＞利用者均

衡モデル＞All-or-nothing法となり，その差は， 10~20%

程度であることがわかったこれをトリップ目的別にみて

みると，特に通勤および帰宅目的で便益値に差が見られる

ことがわかる．そこで特に， All-or-nothing法による便益

が小さく見積もられている原因を詳細に分析してみると，

All-or-nothing法では， MNI．モデルや利用者均衡モデルと

Table 3. Results of user benefit by three methods 

Trip purpose 
MNL User meqoudielil brium All-or-nothing 
model method 

Home to work 0. 40 0.37 0.32 
Home to school 0.02 0.02 0.02 
Private 0.06 0.05 0.05 
Business 0.05 0.04 0.04 
Return to home 0.48 0.44 0.39 

All I 0.92 0.83 

比較して，混雑緩和による便益が約 40~50％程度となって

いることがわかった．これは， All-or-nothing法では，配

分時に混雑による不効用が考慮されないため， 一部のリン

クで極めて而い混雑率が生じるなど，非常識的な結果が得

られてことが一つの原因であると思われる．

4.おわりに

本研究は，同一の条件の下で， 3つの異なる需要分析モ

デル（MNLモデル，利用者均衡モデル， All-or-nothing法）

を用いて，東京圏の同一の都市鉄道プロジェクトの便益評

価を行い，その結果を比較した．実証的な分析の結果，モ

デル間で総利用者便益には 10~20％程度の違いが見られる

可能性が判明した、

今後は，さらに他のプロジェク トや他のモデルとの比較

を行い，需要分析モデルの特性に関する検討を深めていく

必要があると考えられる
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4) 

6) 

8) 

9) 
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